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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  
 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 2,342,179 2,541,750 2,420,117 2,506,397 2,621,042

経常利益 （千円） 796,109 886,872 775,555 677,858 629,954

当期純利益 （千円） 427,528 498,921 456,411 464,206 359,401

持分法を適用した場
合の投資利益または
投資損失（△） 

（千円） 2,499 10,838 1,631 6,209 △4,583

資本金 （千円） 747,800 765,800 782,750 783,200 783,200

発行済株式総数 （株） 41,072 41,192 41,305 41,308 41,308

純資産額 （千円） 3,578,970 3,970,876 4,242,266 4,383,078 4,491,410

総資産額 （千円） 3,941,439 4,412,992 4,580,467 4,787,691 4,902,928

１株当たり純資産額 （円） 86,458.42 96,399.21 101,927.83 105,329.27 108,729.80

１株当たり配当額 
（内 １株当たり中
間配当額） 

（円） 
4,500.00 

（2,800.00）
4,800.00

（2,300.00）
5,300.00

（2,500.00）
5,300.00 

（2,500.00）
5,300.00

（2,500.00）

１株当たり当期純利
益金額 

（円） 9,728.72 11,251.56 10,282.20 10,459.95 8,700.52

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

（円） － － 10,258.83 － －

自己資本比率 （％） 90.8 90.0 92.6 91.5 91.6

自己資本利益率 （％） 11.9 12.6 11.1 10.7 8.1

株価収益率 （倍） 11.5 31.4 28.7 23.9 21.7

配当性向 （％） 29.7 39.6 51.5 50.7 60.9

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） 505,746 704,712 485,685 545,314 630,146

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △178,460 △178,178 △386,396 △189,509 △348,700

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △88,001 △127,791 △171,256 △217,252 △218,158

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） 3,238,575 3,637,317 3,565,350 3,703,902 3,767,189

従業員数 
［外、平均臨時雇用
者数］ 

（人） 
80 
［7］

74
［9］

77
［9］

81 
［14］

101
［25］



 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．平成14年11月20日付をもって、１株を２株とする株式分割をしておりますが、第12期の１株当たり当期純利益は、株式

分割が期首に行なわれたものとみなして計算しております。 

４．第12期、第13期、第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  



２【沿革】 

  

３【事業の内容】 

(1）事業系統図 

 当社は親会社、子会社がありません。平成13年４月に関連会社のウェブオフィス株式会社(出資比率21.4％)を、平成16年12

月に関連会社のユーエックスビジネス株式会社（出資比率33.4％）を、平成18年１月にエックス・ネット・サービス株式会社

（出資比率25.0％）を設立しております。また、平成17年10月にシンクサービス株式会社（出資比率7.9％）に出資しておりま

す。当社との関連は下図の通りです。 

 

 

年月 沿革

平成３年６月 東京都北区に株式会社エックスネットを設立。「ＸＮＥＴサービス」を開始。 

平成３年８月 東京都渋谷区渋谷に本社を移転。 

平成３年10月 日本生命保険相互会社のミドルに「ＸＮＥＴサービス」採用（最初の大型受注） 

平成４年11月 
日本電子計算株式会社と「ＸＮＥＴサービス」の販売提携、ＪＩＰ－ＴＲＡＤＥのトレードマ

ークで販売 

平成５年８月 東京都港区南青山に本社を移転。 

平成６年８月 
株式会社大和総研と「ＸＮＥＴサービス」の販売提携、ＤＡＩＷＡ－ＸＮＥＴのトレードマー

クで販売 

平成７年３月 東京都港区赤坂に本社を移転 

平成７年10月 エヌ・ティ・ティ・データ・フィナンシャル株式会社と海外データの販売契約 

平成10年１月 損害保険のバックシステム分野へ進出 

平成10年７月 東京都千代田区一番町に本社を移転。 

平成11年１月 トレーディングサービス分野へ進出 

平成11年４月 ロイター・ジャパン株式会社とＴ－Ｗａｖｅの共同ビジネス開始 

平成11年12月 生命保険のバックシステムの開発スタート 

平成12年６月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場に株式を上場 

平成12年12月 ＢＰＯ向けシステム開発スタート 

平成13年３月 融資システム開発スタート 

平成13年４月 ウェブオフィス株式会社を設立 

平成13年５月 東京都港区北青山に本社移転 

平成15年２月 東京証券取引所市場第二部上場 

平成16年２月 大阪証券取引所ヘラクレス市場上場廃止 

平成16年３月 東京証券取引所市場第一部上場 

平成16年12月 ユーエックスビジネス株式会社を設立 

平成17年10月 シンクサービス株式会社を設立 

平成18年１月 エックス・ネット・サービス株式会社を設立 



(2）当社の売上高構成比は以下の通りです。 

  

(3）「機器販売等」について 

 当社の唯一の商品は「ＸＮＥＴサービス」です。「ＸＮＥＴサービス」を利用するためにコンピュータ等を必要とします。

このコンピュータ等は、お客様が自社で購入して、ＸＮＥＴのソフトウェアやデータを入れて利用するのが原則です。お客様

によっては、当社に対してコンピュータ等の機器も一緒に導入を希望する場合があります。このニーズに応えるために当社の

機器販売等のビジネスがあります。但し、 

－ ＸＮＥＴサービス導入先に限っていて、機器販売等を単独で行うことはない 

－ ＸＮＥＴサービスに比較して利益は少ない 

ビジネスなので、当社の事業としてのウェイトは低いといえます。 

 又、利用する機器のＯＳ（オペレーティングシステム）がＬＩＮＵＸに変わりつつあり、機器そのものの価格が大幅に下落

しております。 

 現在進めています機器も含めてサービスする「フル・サービス化」が進展しますと、顧客は機器投資が必要なくなるため、

機器販売等は減少すると思われます。 

  

(4）「ＸＮＥＴサービス」について 

 多くの日本の企業は、情報システムを自社で構築し、自社のみで使用しています。一部の企業では、外部企業にまかせてい

ます（いわゆるシステムのアウトソーシング）が、そのほとんどが自分の子会社であり、開発費、メンテナンス費がすべて自

社にかかっている構造はかわっていません。 

 当社は、当社独自に情報システムを構築し、複数の顧客に月々のサービス料だけで提供するという独自のビジネスモデルを

考え、これを「ＸＮＥＴサービス」と名付けました。アメリカでは、Application Outsourcingといって急成長しているビジネ

スです。 

 「ＸＮＥＴサービス」は、ユーザーである顧客、提供者である当社に大きいメリットがあります。具体的には、 

ユーザーのメリット 

・初期投資がいらない 

・導入期間が短い 

・メンテナンスコスト不要 

・１つのシステムを多くのユーザーが負担するので全体的コストが安い 

・多くのユーザーのアイディアを盛り込むので内容が高度である 

当社のメリット 

・月々の収入－安定収入 

・簡単にサービス中止できない 

・高い利益率（ユーザー自社開発コストがあまりに高いため） 

などがあげられます。 

「ＸＮＥＴサービス」の機能は、以下の通りです。 

・システムの提供～初期インストール及び改良版の提供 

・利用に関する教育 

・利用に関する問い合わせに答える 

・ユーザーマニュアルの提供 

・必要なデータベースの提供 

  

 

  （ ）は構成比

  第15期 第16期 

ＸＮＥＴサービス（百万円） 2,298（ 91.7％） 2,496（ 95.3％） 

機器販売等（百万円） 207（ 8.3％） 124（ 4.7％） 

合計（百万円） 2,506（100.0％） 2,621（100.0％） 



 自社開発しているシステムすべてが「ＸＮＥＴサービス」のマーケットと考えていますが、その範囲はあまりに広いため、

少しずつサービスを広げていっています。最初のサービス（資産運用のミドル分野）から、現在の新分野までの足どりは以下

の通りです。 

  

① ポートフォリオ・マネージメント（ミドル） 

 年金ポートフォリオや生・損保の運用現場の業務をサポートします。要因分析やリスク管理などにも対応します。 

② バックオフィス業務（バック） 

 勘定仕訳、入出金管理、現物管理などを行います。 

③ トレーディング（フロント） 

 証券会社と投資家間の発注、出来データの交換のみならず、機関投資家内部の各担当者のトレーディング業務をサポート

します。 

④ 融資 

 融資業務全般をサポートします。 

⑤ ＢＰＯサポートシステム 

 Business Process Outsourcing業務をサポートするものです。 

⑥ 一般事業会社向けの業務システム 

  

(5）営業体制・サービス体制 

① ＸＮＥＴは、営業専任の職員はいません。新規顧客確保のルートは以下の通りです。 

ａ．顧客よりの紹介 

ｂ．代理店の紹介 

 株式会社大和総研など 

ｃ．システム・インテグレーター（ＳＩ）などの紹介 

 エヌ・ティ・ティ・データ株式会社、ウェブオフィス株式会社など 

② 以下の５つのルートは、顧客の確保・契約・サポートとも提携先で行うことになります。 

ａ．株式会社大和総研（サービス名称：DAIWA-XNET） 

ｂ．ロイター・ジャパン株式会社（サービス名称：Reuters T-Wave） 

ｃ．ニッセイ情報テクノロジー株式会社（サービス名称：NIT-XNET） 

ｄ．ユーエックスビジネス株式会社（サービス名称：ＵＸサービス） 

ｅ．エックス・ネット・サービス株式会社（サービス名称：エックスネットサービス） 

  

  



４【関係会社の状況】 

  

  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

（関連会社） 
ウェブオフィス株式
会社 

東京都港区 300 
ＢＰＯサービスの
提供 

21.4

ＸＮＥＴサービス
を高度に利用し、
ＢＰＯサービスを
提供している。 
役員の兼任２名あ
り。 

（関連会社） 
ユーエックスビジネ
ス株式会社 

東京都港区 80 ＵＸサービス 33.4

顧客にＵＸサービ
ス（ＸＮＥＴサー
ビスと同等のも
の）を提供し、プ
ログラムはエック
スネットが提供す
る。 
役員の兼任２名あ
り。 

（関連会社） 
エックス・ネット・
サービス株式会社 

東京都新宿区 100 
情報処理サービス
情報提供サービス 

25.0

顧客にＸＮＥＴサ
ービスを提供す
る。プログラムは
エックスネットが
提供する。 
役員の兼任２名あ
り。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含みます。 

３．従業員数が前期末に比べ20名増加しましたのは、業務拡大によるものです。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は編成されておりませんが、労使関係は良好です。 

  

  

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

101（25） 31.1 ３年４ヶ月 7,067,302 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

① 売上高 

 当事業年度は、中核商品である「ＸＮＥＴサービス」の売上高が2,496百万円（前期比8.6％増）となり、機器販売等も含

めた売上高は2,621百万円（前期比4.6％増）となりました。 

 「ＸＮＥＴサービス」は、既存のお客様の需要が堅調なことと、現在注力しています「お客様の多様化」による新規の需

要の増加や、新規顧客の増加などにより、売上高は前期比増収となりました。 

 機器販売等の売上高は、機器の販売価格が低下していることやコンピュータとその運用までサービスに含めて提供する

「ＸＮＥＴサービス」のフル・サービス化が徐々に進展しており、お客様のコンピュータの新規購入が減少していることも

あって、124百万円（前期比40.2％減）となりました。 

 売上高の内訳は以下の通りです。 

  

② 営業利益、経常利益、当期純利益 

 既存のお客様による新規需要の増加や「お客様の多様化」の進展による新規顧客の増加等で増収となりましたが、次期に

かけて売上計上が見込まれる新規顧客の新規開発案件等が増加したため、開発会社への業務委託費や従業員の採用費用等が

売上計上に先行して発生しており、営業利益は625百万円（前年比7.5％減）、経常利益629百万円（前年比7.1％減）となり

ました。また、前期に計上されていた有価証券売却益（111百万円）がなくなった当期純利益は359百万円（前期比22.6％

減）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は3,767百万円（対前期比63百万円増）となり

ました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りです。 

  

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、営業収入の増加により630百万円（対前期比84百万円増）となりました。 

  

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、348百万円（前期は189百万円の使用）となりました。主にソフトウェア投資と定期

預金の預入によるものです。 

  

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、218百万円（前期は217百万円の使用）で、配当金の支払いによるものです。 

  

 

品目 
第15期 第16期

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 前期比（％） 

ＸＮＥＴサービス 2,298 91.7 2,496 95.3 8.6

機器販売等 207 8.3 124 4.7 △40.2

合計 2,506 100.0 2,621 100.0 4.6



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

  

(2）受注実績 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当社の得意とする資産運用分野においても、まだ当社が開拓していない分野やお客様は多く存在します。この分野・お客様へ

の取り組みが一つのテーマです。 

 融資部門はサービスを順調な軌道にのせ、当社の得意とする知恵をお客様と共有するサービスへ進化させていくことがテーマ

になります。 

 事業会社向けサービスは、関連会社のウェブオフィス株式会社、ユーエックスビジネス株式会社、エックス・ネット・サービ

ス株式会社が各々得意分野とお客様を開発しております。当社直販を含めさらに順調な軌道にのせていくことがテーマです。 

  

 

品目 
第16期

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＸＮＥＴサービス（百万円） 2,496 8.6 

機器販売等（百万円） 124 △40.2 

合計（百万円） 2,621 4.6 

  相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

  株式会社大和総研 498 19.9 487 18.6

  
ニッセイ情報テクノロジー
株式会社 

316 12.6 326 12.4



４【事業等のリスク】 

 文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

金融機関の再編による影響 

 当社のＸＮＥＴサービスはこれまで金融機関を主な顧客として注力してまいりました。その結果、当事業年度末では金融機関

の内でＸＮＥＴサービスをご利用の比率も高まってまいりました。近年の金融機関の再編により、既存の顧客同士が再編、合併

などが行われるケースが出始めてきました。最近は減少しているものの既存の顧客同士の合併が行われた場合、合併合理化によ

りサービス台数の減少を求められる可能性があります。 

  

フルサービス化に伴うリスク 

 フルサービス化に伴い、当社がサーバーを保有し、これをお客様が使うパターンが増加しています。ほとんどのサーバーは長

野県松本市に設置していますが、これがこの地区において大規模災害が発生した場合には使用不能となり、サービスが停止する

可能性があります。ただし、サーバーを一ヶ所に設置し二重化していないことは、顧客との契約書に明記しています。また、

データ等のバックアップテープは別の場所への保存等の対策は講じております。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度の経営成績は、中核商品である「ＸＮＥＴサービス」の売上高が前期比8.6％増加し、機器販売等を含めた売上高は

4.6％増加しました。 

 「ＸＮＥＴサービス」は資産運用のお客様、資産運用以外のお客様共に安定して増加した結果、前期比8.6％増となりました

が、機器販売等は①機器単価の低下②「ＸＮＥＴサービス」のフルサービス化の進展もあり前期比40.2％減となった結果、全体

としての売上高は前期比4.6％増となりました。 

 次期にサービスが開始となる複数の大型案件の受注に伴い、開発費等の業務委託費が売上計上に先行して増加したため、経常

利益が前期比7.1％減となりました。 

  

経営戦略の現状と見通し 

 これまでの中核であった金融機関の資産運用向け分野以外の新規分野にサービスをひろげ、顧客の拡大に注力しています。資

産運用向けを今後も中心に置くことになりますが、金融の融資部門向け及び事業会社向けの合わせて３本の柱になるように展開

していきます。 

  

当事業年度の財政状態について 

 創業時を除いて、有利子負債がゼロと無借金経営を続けております。その結果、当事業年度の自己資本比率は91.6％となって

おります。また、現預金も潤沢で自己資本に対する現預金の比率も83.9％となっています。今後もこの傾向を変えず、自己資本

の範囲内での投資を考え、無借金経営を続けていくつもりです。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 該当事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  

    （平成19年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数 
（名） 

建物及び構築
物 

（千円） 

工具、器具及
び備品 

（千円） 

土地
（千円） 

（面積千㎡） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
（東京都港区） 

通信・電源設備
及びサーバ・Ｐ
Ｃ等 

－ 39,370
－

（－）
－ 39,370 101 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 164,768 

計 164,768 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,308 41,308 東京証券取引所 第一部 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 41,308 41,308 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割（１株を２株に分割） 

２．ストックオプションの権利行使（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

３．ストックオプションの権利行使（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

４．ストックオプションの権利行使（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  
 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年 
11月20日 
（注）１ 

20,536 41,072 － 747,800 － 1,425,860

平成16年 
３月31日 
（注）２ 

120 41,192 18,000 765,800 18,000 1,443,860

平成17年 
３月31日 
（注）３ 

113 41,305 16,950 782,750 16,950 1,460,810

平成18年 
３月31日 
（注）４ 

3 41,308 450 783,200 450 1,461,260



(5）【所有者別状況】 

  

(6）【大株主の状況】 

（注） 上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係る株式であります。 

  

 

      
平成19年３月31日現在 

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 30 21 32 19 4 3,248 3,354 － 

所有株式数 
（株） 

－ 5,294 460 1,150 499 7 33,898 41,308 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ 12.8 1.1 2.8 1.2 0.0 82.1 100 － 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

吉川 征治 東京都千代田区 7,453 18.0 

渡邊 久和 東京都港区 7,453 18.0 

小林 親一 東京都北区 3,763 9.1 

ソラン株式会社 東京都港区三田３-11-24 3,184 7.7 

株式会社セレブリックス 
東京都新宿区西新宿２-６-１
新宿住友ビル21階 

827 2.0 

鈴木 邦生 神奈川県横浜市戸塚区 673 1.6 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 578 1.4 

茂谷 武彦 東京都渋谷区 518 1.3 

坂本 洋介 東京都港区 457 1.1 

石川 信次 栃木県那須郡那珂川町 324 0.8 

計 － 25,230 61.1 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,308 41,301
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 41,308 － － 

総株主の議決権 － 41,301 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

 



３【配当政策】 

 当社は、安定的な経営基盤の確保と株主利益の向上を、重要な経営政策と考えており、積極的に利益還元をして行く方針で

す。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機

関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり5,300円の配当（うち中間配当2,500円）を実施することに

決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は60.9％となりました。内部留保資金につきましては、将来の資金需要に充当

する予定であります。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成15年２月18日までは大阪証券取引所 ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけ

るものであります。平成15年２月19日からは東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成16年３月１日からは

東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．平成14年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割合に、平成

14年11月20日をもって分割しました。 

（ ）は、権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

決議年月日 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

平成18年10月25日 
取締役会決議 

103 2,500

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

115 2,800

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 
470,000 

（180,000） 
403,000 730,000 345,000 314,000 

最低（円） 
314,000 
（92,000） 

108,000 261,000 223,000 168,000 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高（円） 213,000 203,000 203,000 209,000 206,000 201,000 

最低（円） 201,000 168,000 179,000 189,000 190,000 185,000 



５【役員の状況】 

 （注）１．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

３．平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役社
長 

  鈴木 邦生 昭和28年２月14日生

昭和52年４月 株式会社野村総合研究所入社 

平成６年１月 株式会社エックスネット入社 

平成12年８月 当社執行役員就任 

平成14年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社常務取締役 

平成18年６月 代表取締役社長（就任・現任） 

(注)２ 673

専務取締役   小林 親一 昭和22年10月12日生

昭和47年４月 株式会社野村総合研究所入社 

平成３年６月 株式会社エックスネット設立 

取締役就任 

平成14年４月 当社専務取締役（就任・現任） 

(注)２ 3,763

取締役   茂谷 武彦 昭和37年２月27日生

昭和59年４月 野村證券株式会社入社 

平成４年３月 株式会社エックスネット入社 

平成12年８月 当社執行役員就任 

平成15年６月 当社取締役（就任・現任） 

(注)２ 518

取締役   坂本 洋介 昭和34年８月19日生

昭和59年４月 ヤマト運輸株式会社入社 

昭和62年９月 八木ユーロ株式会社入社 

昭和63年10月 株式会社共同通信社入社 

平成３年５月 ＳＧウォーバーグ東京支店入社 

平成６年３月 株式会社エックスネット入社 

平成12年８月 当社執行役員就任 

平成15年６月 当社取締役（就任・現任） 

(注)２ 457

監査役 
（常勤） 

  並川 淳 昭和11年４月15日生

昭和35年４月 野村證券株式会社入社 

昭和40年４月 株式会社野村総合研究所入社 

昭和59年７月 株式会社三洋経済研究所理事 

平成８年６月 三洋投信委託株式会社代表取締

役社長 

平成12年５月 株式会社エックスネット監査役

（就任・現任） 

(注)３ －

監査役   鈴木 雄一郎 昭和34年１月27日生

昭和63年３月 蓑島司公認会計士事務所入所 

平成７年４月 税理士登録 

平成７年４月 鈴木税理士事務所開設 

平成11年５月 株式会社エックスネット監査役

（就任・現任） 

(注)３ 4

監査役   眞田 幸昌 昭和14年10月23日生

昭和37年４月 日本ナショナル金銭登録機株式

会社入社 

昭和42年４月 株式会社マッキャンエリクソン

博報堂入社 

平成12年４月 株式会社ナスダックジャパン上

席副社長 

平成15年６月 株式会社エックスネット監査役

（就任・現任） 

(注)３ －

        計   5,415



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、株主に対し経営の透明性、公正な経営を実現する

ことを最優先に考えております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役（会）は、取締役の業務執行について、厳正な監視を行っております。

又、監査役３名全員が社外監査役であり、その全てが就任前に当社の役員又は使用人になったことのない者であります。

監査役全員は当社との利害関係はありません。監査機関として、より客観的な機能を果たしております。 

 取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行状況を監督す

る機関と位置付けています。コーポレート・ガバナンス体制の充実のため、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変

化に対応して最適な経営体制を機動的に構築するため、平成16年６月定時株主総会において、取締役の任期を２年から１

年に短縮しております。 

 法令遵守につきましては、必要な時に社外の有識者（弁護士、公認会計士等）に確認し、経営の法律面からのチェック

機能が働くようにしております。 

  

② 経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

 

  

③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査については、以下に掲げる会社の特殊性及び規模を考慮した運用を行っている。 

(a) 役員、社員は現金を取扱わない。 

(b) 経理、事務処理は別会社（関連会社）に委託している。 

(c) 社員数が100名前後、１個所、１フロアのオフィスで、役員が十分管理可能である。 

(d) 当社のほぼすべての顧客サービスは、長期の契約に基づく継続かつ月々の定額サービスである。 

(e) 社内のネットワークとインターネットやメールのネットワーク及び、外部のネットワークとは、接続できないように

管理されている。 

(f) ほぼすべての社内業務は社内ネットワークを経由する伝票で行われ、社長以下監査役も含めた役員相互で伝票内容を

社内ネットワークで確認可能である。 

 



 監査役監査については常勤監査役が中心となり取締役会にはすべて出席し、取締役の職務執行を充分に監視できる体制

となっております。 

 会計監査については新日本監査法人を選任しております。監査業務が期末に偏ることなく、会計期間を通じて監査を実

施できるように適時に会計資料及びコンピュータデータを提供し、適切かつ効率的な監査に必要な環境を整備しておりま

す。 

 監査役及び会計監査人は年間予定、業績報告等の定期的な打ち合わせを含め、必要に応じ随時情報の交換を行うことで

相互の連携を高めております。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

 内部情報の管理責任者として、社長の任命により、情報開示担当役員（当社ではコンプライアンス・オフィサーといいま

す）を定めております。役職員は、重要事実が発生した場合、速やかにコンプライアンス・オフィサーに報告するとともに、

情報の社内外へ漏洩防止に努めております。コンプライアンス・オフィサーは、社長その他必要と認めた者と「業務等に関す

る重要事実」への該当の可否を協議いたします。「業務等に関する重要事実」に該当すると判断された情報について、これ以

降コンプライアンス・オフィサーの一元管理のもと、漏洩防止の指示を行い、適切な時期及び方法により公表いたします。 

  

(3) インサイダー取引防止策 

 当社は、「コンプライアンス・マニュアル」及び「情報管理マニュアル」を制定し、内部情報の管理及び役職員の自社株式

等の売買に関する行動基準を定め、同規程を含めた主要規程の説明会の開催等の機会において、その内容の周知徹底を図るこ

とにより役職員のインサイダー取引の未然防止に努めております。 

  

(4) 役員報酬等の内容 

 取締役および監査役に支払った報酬 
  

（注）１．報酬限度額  取締役：年額 500百万円 

       監査役：年額 100百万円 

２．取締役は全員が社内取締役であり、社外取締役は現在選任しておりません。 

３．監査役は全員が社外監査役であります。 

４．支給額には、当事業年度に係る役員賞与26百万円が取締役の支給額に含まれております。 
  

(5) 監査報酬の内容 

 当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、年額1,100

万円であります。 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(6) 会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役：当社は社外取締役を選任していないため、該当事項はありません。 

社外監査役：人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 
  

(7) 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 
  

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を越えて関与することのないよう措置を

とっております。 

 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ３名  会計士補  ７名 

(8) 取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

  

(9) 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

区 分 支給人数 支給額

取締役 6名 241百万円

監査役 3 13

合 計 9 254

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数（注） 

指定社員 業務執行社員 長井 秀雄 新日本監査法人 －

指定社員 業務執行社員 志村 さやか 新日本監査法人 －



その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  

(10) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規

則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、第15期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第16期事業年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第15期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び第16期

事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ．流動資産      

１．現金及び預金     3,703,902 3,767,189 

２．売掛金     148,189 71,803 

３．商品     － 110 

４．前払費用     8,366 8,366 

５．繰延税金資産     14,740 10,710 

６．その他     149 677 

７．貸倒引当金     △140 △64 

流動資産合計     3,875,207 80.9 3,858,791 78.7

Ⅱ．固定資産      

１．有形固定資産      

(1）工具、器具及び備品   56,049 82,566  

減価償却累計額   △28,693 27,355 △43,196 39,370 

有形固定資産合計     27,355 0.6 39,370 0.8

２．無形固定資産      

(1）ソフトウェア     523,268 540,577 

(2）電話加入権     993 993 

無形固定資産合計     524,261 11.0 541,571 11.1

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     5,000 5,000 

(2）関係会社株式     126,750 126,750 

(3）繰延税金資産     29,520 31,850 

(4）保証金     99,596 99,596 

(5）長期性預金     100,000 200,000 

投資その他の資産合計     360,866 7.5 463,196 9.4

固定資産合計     912,483 19.1 1,044,137 21.3

資産合計     4,787,691 100.0 4,902,928 100.0

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ．流動負債      

１．買掛金     27,449 2,408 

２．未払金     93,784 142,726 

３．未払費用     21,910 33,011 

４．未払法人税等     176,465 110,408 

５．未払消費税等     18,568 14,657 

６．預り金     9,708 14,792 

７．役員賞与引当金     － 26,105 

流動負債合計     347,886 7.3 344,110 7.0

Ⅱ．固定負債      

１．退職給付引当金     56,725 67,408 

固定負債合計     56,725 1.2 67,408 1.4

負債合計     404,612 8.5 411,518 8.4

       

（資本の部）      

Ⅰ．資本金 ※１   783,200 16.3 － －

Ⅱ．資本剰余金      

１．資本準備金   1,461,260 －  

資本剰余金合計     1,461,260 30.5 － －

Ⅲ．利益剰余金      

１．利益準備金   17,397 －  

２．当期未処分利益   2,121,221 －  

利益剰余金合計     2,138,618 44.7 － －

資本合計     4,383,078 91.5 － －

負債資本合計     4,787,691 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ．株主資本      

１．資本金     － － 783,200 16.0

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 1,461,260  

資本剰余金合計     － － 1,461,260 29.8

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 17,397  

(2）その他利益剰余金   － 2,229,552  

繰越利益剰余金     － 2,246,950 

利益剰余金合計     － － 2,246,950 45.8

株主資本合計     － － 4,491,410 91.6

純資産合計     － － 4,491,410 91.6

負債純資産合計     － － 4,902,928 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高      

１．役務収益   2,298,593 2,496,718  

２．商品売上高   207,803 2,506,397 100.0 124,324 2,621,042 100.0

Ⅱ．売上原価      

１．商品期首たな卸高   784 －  

２．当期商品仕入高   180,261 99,324  

合計   181,045 99,324  

３．商品期末たな卸高   － 181,045 7.2 110 99,214 3.8

売上総利益     2,325,351 92.8 2,521,828 96.2

Ⅲ．販売費及び一般管理費      

１．業務委託費   407,158 523,121  

２．給与手当   702,797 747,110  

３．役員賞与引当金繰入額   － 26,105  

４．退職給付費用   12,968 19,957  

５．法定福利費   75,916 86,369  

６．賃借料   97,847 96,524  

７．事務用消耗品費   10,003 15,063  

８．支払手数料   62,310 85,939  

９．減価償却費   197,049 216,873  

10．貸倒引当金繰入額   140 －  

11．その他   83,166 1,649,359 65.8 79,471 1,896,536 72.4

営業利益     675,992 27.0 625,291 23.8

Ⅳ．営業外収益      

１．受取利息   827 4,242  

２．受取配当金   787 －  

３．時効成立未払配当金   228 409  

４．雑収入   21 1,865 0.0 10 4,662 0.2

経常利益     677,858 27.0 629,954 24.0



  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ．特別利益      

１．投資有価証券売却益   111,615 －  

２．貸倒引当金戻入額   － 111,615 4.5 76 76 0.0

Ⅵ．特別損失      

１．固定資産除却損   470 470 0.0 42 42 0.0

税引前当期純利益     789,003 31.5 629,988 24.0

法人税、住民税及び事
業税 

  327,056 268,887  

法人税等調整額   △2,260 324,796 13.0 1,700 270,587 10.3

当期純利益     464,206 18.5 359,401 13.7

前期繰越利益     1,760,284 － 

中間配当額     103,270 － 

当期未処分利益     2,121,221 － 

       



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会決議における利益処分項目及び平成18年10月の取締役会決議における中間配当でありま

す。 

２．平成18年６月の定時株主総会決議における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余
金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高（千円） 783,200 1,461,260 17,397 2,121,221 2,138,618 4,383,078

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注)１ － － － △218,932 △218,932 △218,932

役員賞与（注)２ － － － △32,137 △32,137 △32,137

当期純利益 － － － 359,401 359,401 359,401

事業年度中の変動額合計（千円） － － － 108,332 108,332 108,332

平成19年３月31日 残高（千円） 783,200 1,461,260 17,397 2,229,552 2,246,950 4,491,410



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．営業収入   2,447,944 2,697,428 

２．原材料又は商品の仕入
れによる支出 

  △162,711 △124,365 

３．未払消費税等の増加額
（△：減少額） 

  15,302 △3,910 

４．人件費の支出   △812,635 △865,899 

５．その他の営業支出   △649,878 △745,746 

小計   838,022 957,507 

６．利息及び配当金の受取
額 

  1,513 4,100 

７．法人税等の支払額   △294,221 △331,462 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  545,314 630,146 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．有形固定資産の取得に
よる支出 

  △13,456 △27,703 

２．無形固定資産の取得に
よる支出 

  △182,668 △220,997 

３．関係会社株式の取得に
よる支出 

  △25,000 － 

４．投資有価証券の取得に
よる支出 

  △5,000 － 

５．投資有価証券の売却に
よる収入 

  136,615 － 

６．定期預金の預入による
支出 

  △100,000 △100,000 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △189,509 △348,700 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．株式の発行による収入   900 － 

２．配当金の支払額   △218,152 △218,158 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △217,252 △218,158 



   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増
加額（△：減少額） 

  138,552 63,286 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期
首残高 

  3,565,350 3,703,902 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期
末残高 

  3,703,902 3,767,189 

   



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ．当期未処分利益   2,121,221

Ⅱ．利益処分額  

１．配当金   115,662

２．役員賞与金   32,137 147,799

（うち監査役賞与金）   （3,762）

Ⅲ．次期繰越利益   1,973,421

   



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

関連会社株式 関連会社株式  

移動平均法による原価法 同左  

  その他有価証券 その他有価証券  

  時価のあるもの    

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

  

 

  時価のないもの 時価のないもの  

   移動平均法による原価法 同左  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産  

 工具、器具及び備品については、定

率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

  工具、器具及び備品    

  ４～６年    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産  

   自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

同左 

 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金  

   一般債権については貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 

  (2）    ────── (2）役員賞与引当金  

     役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ26,105

千円減少しております。 

 



  

会計方針の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に関する実務指針（中間報

告）（日本公認会計士協会 会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法）により、当事業年度末

において発生している額を計上してお

ります。 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

同左 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は、

4,491,410千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式164,768株 ※１        ────── 

発行済株式総数      普通株式 41,308株   

    

  

  

  

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式 

普通株式 41,308 － － 41,308 

合計 41,308 － － 41,308 



２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 115,662 2,800 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月25日 
取締役会 

普通株式 103,270 2,500 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 115,662 利益剰余金 2,800 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

（千円） （千円） 
  
現金及び預金勘定 3,703,902 

現金及び現金同等物 3,703,902 

現金及び預金勘定 3,767,189 

現金及び現金同等物 3,767,189 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なた

め、財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により記載

を省略しております。 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

－ － － －

合計 － － －

  

    

    

２．未経過リース料期末残高相当額   
  

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

３．当事業年度の支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

  
支払リース料 892千円

減価償却費相当額 833千円

支払利息相当額 6千円

４．減価償却費相当額の算定方法   

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

５．利息相当額の算定方法   

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各事業年度への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

136,615 111,615 － 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券 

非上場株式 5,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券 

非上場株式 5,000 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 

    （単位：千円）

    
前事業年度

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

  退職給付債務 56,725 67,408 

  退職給付引当金 56,725 67,408 

    （単位：千円）

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  勤務費用 12,968 19,957 

  退職給付費用 12,968 19,957 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

      （単位：千円）

    
前事業年度

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

  繰延税金資産     

  未払事業税否認 14,420   9,600 

  未払事業所税否認 260   1,110 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 60   － 

  
退職給付引当金損金算入限度超過
額 

23,080   27,430 

  ソフトウェア償却超過額 6,440   4,420 

  繰延税金資産合計 44,260   42,560 

  繰延税金資産の純額 44,260   42,560 

      （単位：％）

    
前事業年度

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

  法定実効税率 40.6   40.6 

  （調整）     

  
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.5   0.3 

  住民税均等割等 0.1   0.2 

  役員賞与 －   1.7 

  その他 －   0.2 

  
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

41.2   43.0 

関連会社に対する投資の金額（千円） 126,750 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 145,410 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 6,209 

関連会社に対する投資の金額（千円） 126,750 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 143,623 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △4,583 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 105,329.27円

１株当たり当期純利益金額 10,459.95円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 108,729.80円 

１株当たり当期純利益金額 8,700.52円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当期純利益（千円） 464,206 359,401 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 32,137 － 

 （うち利益処分による役員賞与金） （32,137） （－） 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 432,069 359,401 

 期中平均株式数（株） 41,307 41,308 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

「旧商法第280条の19の規定によ

るストックオプション（新株引受

権）の付与」の制度。概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

－ 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証券 
その他有価証
券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

シンクサービス株式会社 100 5,000 

計 100 5,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） ソフトウェアの増減は、顧客の増加及び既存顧客のニーズの多様化によるシステムの開発及び更新に伴う増減でありま

す。 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

工具、器具及び備品 56,049 27,703 1,186 82,566 43,196 15,647 39,370

有形固定資産計 56,049 27,703 1,186 82,566 43,196 15,647 39,370

無形固定資産    

ソフトウェア 951,159 218,535 116,511 1,053,183 512,605 201,226 540,577

電話加入権 993 － － 993 － － 993

無形固定資産計 952,152 218,535 116,511 1,054,176 512,605 201,226 541,571

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

     

繰延資産計 － － － － － － －

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 140 － － 76 64 

役員賞与引当金 － 26,105 － － 26,105 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｃ．商品 

  

 

区分 金額（千円）

現金 － 

預金の種類 

普通預金 1,257,240 

定期預金 2,508,520 

別段預金 1,427 

合計 3,767,189 

相手先 金額（千円）

ウェブオフィス株式会社 11,135 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 11,050 

ソラン株式会社 5,552 

ＡＩＧ投信投資顧問株式会社 4,499 

みずほ信託銀行株式会社 2,955 

その他 36,609 

合計 71,803 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D）
(C) 

───── 
(A)＋(B) 

×100 

(A)＋(D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

148,189 2,621,042 2,697,428 71,803 97.4 15.3日

品目 金額（千円）

販売用ソフトウェア 110 

合計 110 



② 負債の部 

ａ．買掛金 

  

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

ソラン株式会社 1,914 

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 378 

富士ゼロックス株式会社 115 

合計 2,408 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算日の翌日から３か月以内

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日     ３月31日

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

名義書換手数料 なし 

新券交付手数料 なし 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第15期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第16期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

株式会社 エックスネット     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 長井 秀雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 志村 さやか  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社エックスネットの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１５期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エックスネットの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

株式会社 エックスネット     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 長井 秀雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 志村 さやか  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社エックスネットの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エックスネットの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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